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京都府の公立高校における連携事例から
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Abstract：Itaimsatcatchingcooperationwitｈｔｈｅａｒｅａａｓａｐｌａｃｅｏｆａｆａｍｉｌｉａｒlife,andschool
educationmthlsresearcｈＴｈｉｓｔｈｅｓｉｓａｉｍｓａｔｇｒａｓｐｍｇｈｏｗｓｃｈoolsarecooperatmgwithlocal
communitiesinordertoprovideapositivelearningenⅥronmentfortheirstudents・Asthe
researchmethod,iｔｉｓａｐubhchighschoolmtheKyotoPrefecture,andhearmgmvestigatlonwas
conductedtotheschooltowhichcooperatiｏｎｗｉｔｈａｎａｒｅａｉｓｐｅｒｆｏｒｍｅｄ・Forthisresearch
prOject,Ihadmterviewswithteachersofapubhchighschoolin町otoprefecturewhichattempts
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TheresultsareasfOllows；
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Whenahighschoolcooperateswithanarea,estabhshingthegeographicalboundariesofthe
conmunityisimportant、
3）ItisasUbjecthowthestudentismadeconcernedwhenperfOrnUngcooperationwithaschool
andacommunity・
Itisimportanttoconsiderhowstudentscanbemvolvedwhentheirschoolsarecooperating
withtheirconmumty
（AcceptedSeptemberlO,2004）
持ち，生活者同士のつながりを維持していくことが重要
になってくる｡そのような背景から近年の学校教育でも，
地域学習の重視，地域の人材や施設など教育資源の活用
が求められている２１．地域に開かれた学校づくりなどの
取組みが行われているなかで，教育現場における地域の
扱いは，一つの大きな課題となっている。
教育現場での地域との関わりは，年代別でみると小学
校高学年が最も多く，中・高校生になると，地域社会と
の関わりは希薄になっている。また，地域活動への参加
１．はじめに
1）研究の背景と目的
従来，住んでいる地域に対しての意識や愛着は，世代
間の交流を通し，地域生活の過程のなかで青くまれ，自
然に受け継がれてきた､。しかし，社会環境の変化から，
今日では住んでいる地域と関わる機会が少なくなり，地
域への愛着や意識が薄れてきている。そのため，これか
らの社会では，自分たちの住んでいる地域に対し愛着を
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に対する関心は，年齢が高くなるにつれ低くなる傾向が
みられる３１．そのため，地域行事への高校生の参加は少
なく，学校教育での関わりが大変重要である。高校生は
大人に向かう直前の成長段階にあり，将来は生殖家族の
一員として地域の担い手になっていく人材である。小・
中学校の発達段階に応じて実施されてきた地域との関わ
り合いが，高等学校（以下，高校と略す）段階で途切れ
ることなく，地域に対して意識を持たせる教育（意識づ
け）が行われるべきである。そのためにも，高校は，周
辺地域と連携し地域の教育資源を有効に活用していくこ
とが不可欠である。
地域と学校の関係をテーマにした研究は，学校と地域
の連携を施設からみたもの４１－７)や，地域性を生かした
教育手法の研究８１９１があげられる。前者は，施設の配
置・平面計画，あるいは，施設利用の実態や意識，利用
圏域などである。後者は，教育を効果的に行うために，
地域の資源をどのように活用していけばよいかについて
の実践や手法が主であり，「住教育」の研究などが含ま
れる。しかし，地域をどのように学校教育で取り入れ，
扱っていくのかという，教育面から学校と地域の連携を
みた研究は少ない。とくに高等学校段階での研究はほと
んど行われていない。
本研究では，学校教育に視点をあて，特に高校での地
域の取り扱いについて考察することを目的としている。
そのために，本稿では，学校教育と身近な生活の場とし
ての地域が連携している活動の事例をみていき，それぞ
れの活動のきっかけや内容の状況，活動が何を生み出し
ているかを明らかにしていく。そして，連携からその特
徴や学校や地域に対する影響を整理していき，連携の課
題を探る。
2）研究方法
研究目的を果たすために，京都府内の公立の高校で，
地域との連携が行われている学校に対してヒアリング調
査を行った。また，京都府内の公立高校における地域に
対しての意識の概要を明らかにするために，2002年度に
全国国公立高校に対して行ったアンケート調査の京都府
における集計結果'0)]'１を用いて分析を行った（表1参
照)。
ぶ機会，の3つの視点からみていく。
1）高校における地域の捉え方
(1)地域の範囲の捉え方
高校では，「地域に開かれた」と使う場合に，対象地
域の範囲をどのように捉えるのかについて明らかにし
た。全体の8割以上（通学圏：２０校，受験可能区域：２校，
その他：５校）は，地域に何らかの範囲を示している
(図1参照)。高校の地域を捉える範囲は，「通学圏｣，「受
験可能区域」などの領域として捉えている場合が6割に
及んでいた。最も回答が多かった「通学圏」に関しては，
学校教育法施行規則によって市町村の教育委員会に意向
が委ねられている。京都府における通学圏は，京都市北，
京都市西，京都市南，京都市東，山城北，山城南，口丹，
中丹，丹後通学圏の9つに分けられ，各通学圏に4校～７
校の高校が設置されている。
特に限定していない５
４J難…
澱受験可能区域 、＝３２
図l・京都府の高校の地域の範囲の捉え方
(2)一定条件における学校周辺の地域に対しての高校
の意識
高校の地域に対するイメージは様々である｡そのため，
各高校共通のイメージのもとで回答が得られるように，
ある範囲内を地域として設定し，その範囲に対する高校
の意識を明らかにした。設定については，高校から半径
１５ｋｍ注'１以内の範囲を地域（以下，一定条件での地域
を表す場合には『』をつける）とし，半径内を地域とし
て捉えさせた。その上で，①高校自体の『地域』把握度
(以下，＜高校：把握＞)，②高校が推測する生徒の『地
域』把握度（以下，＜生徒：把握＞)，③高校が感じる
周辺「地域ｊの好意度（以下，＜周辺：好意＞）の３つ
の質問を設けた。なお，高校の意識の度合いについては，
｢ほとんど把握｣，「ほぼ把握｣，「あまり把握できていな
い｣，「全く把握できていない」の4つの段階とした。
＜高校：把握＞については，「ほとんど把握」及び
｢ほぼ把握」を選択した高校は全体の7割であり，周辺
『地域』を把握している高校の割合は高い（図2参
照)。＜生徒：把握＞，＜周辺：好意＞については，生
徒のおかれている状況及び学校が周辺から感じる意識か
ら判断して回答するように指示をしているため，「分か
らない」という選択肢を付け加えた。生徒あるいは周辺
住民が自ら答えたものではないが，高校自体が把握する
表1．アンケートおよび実態調査の概要
配布数回収数
６３３２５０．８M
２．結果
2-1．京都府公立高校における地域に対しての意識の
概要
京都府内の公立高校における地域に対しての意識を，
1）地域の捉え方，２）地域との関わり方，３）生徒が学
対象 布数 回収数
京都府国公立高等学校 6３ 3２（50.8%）
全国国公立高等学校 4125 2292（55.6%）
調査期間 2002年８月下旬～９月上旬
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2）高校にみられる地域との関わり方
（１）地域に開かれるための取組み
地域に開かれるための取組みについては，回答をした
全ての高校で実施されていた。取組みの内容としては，
｢学校施設の開放｣，「学校評議会への地域住民の参加｣，
｢地域へのボランティアとしての参加」などの取組みを
行っている高校が多い（図5参照)。
程度との比較のため，同じ選択肢を設けた。その結果，
学校が感じている生徒の把握度をみると，「ほとんど把
握」及び「ほぼ把握」を選択した高校は6割程度であり，
高校自体の把握度と比べると低い（図3参照)。これらよ
り，高校自体は周辺「地域」を把握しているが，生徒の
把握については現状では低いと高校は認識をしていた。
＜周辺：好意＞については，周辺「地域』は高校に対
して好意的であると感じている割合は高く（図4参照)，
高校と周辺『地域」との程よい関係が推測される。 学校運営での取組み７校
予算等の惣理体制の整闘１校
学譲解姐会への酌篭住民の参加24技
放背面（授業）への地域住民の介入１０校
学校鮨餓の臓汝？9稜
不覗
１校
ほとんど把鍾できている
９校グーあまり把握できていない９校 一池堀へのボランティアとしての－－－－－－－参掴２１校
地域住民への禰報擾供１７枚
その他８校
璽複回答あり、＝１１７
図５．開かれた学校の取組み内容
「学校評議会への地域住民の参加」については，２０００
年に学校教育法施行規則の改正によって，地域住民の学
校運営への参加を制度的に位置づけたものである。京都
府では，2002年度から全府立学校に学校評議員制度を導
入している。回答した高校のうち既に学校評議員制度を
導入している高校は28校で，残り4校については2002年
度設置予定であった。導入している高校に，学校評議員
制度が機能しているかどうかを聞いたところ，半数以上
の高校は「上手く機能している」と答えていた（図6参
照)。しかし，「現状では無理である」と答えた高校が４
校みられる。「無理である」理由は，様々な通達が出さ
れても現場では消化しきれないでいるため，教育政策が
後手に廻っていること，評議員の構成に関して委嘱に時
間がかかりすぎ,助言を取り込みにくいことなどであり，
文部科学省や教育委員会の認識と教育現場の実状にずれ
もみられる。
ほぼ把握できている
１３校 、＝３２
図2．高校自体の学校周辺『地域」把握度
わからない１校
いる１校全く把握でき
あまり把握できていない
１１校
王把握できている
１８校
、＝３２
図3．学校が推測する生徒の高校周辺『地域」把握度
ＣＯ２年度段置予定４校２
わからない１校 記入なし
ともいえない
１校
どちら的である５校
■■
b
主無理である
４校
現状でＩ
/上手く擬能する
２２校、
／
夕､■、．
～●
￣￣－．￣￣￣
、＝３２
、＝３２
図4．高校が感じる学校周辺「地域』の高校Iこ対し
ての好意度
図6．学校評議員制度の機能性
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（２）地域との連携を進めていく要因について
高校と地域との連携を進めていく上で，高校が必要と
考えている項目は，「地域住民との連携｣，「指導者の育
成・確保｣，「安全面」などの項目が多い（図7参照)。
社会４校
家睡科３校
理科３校
１国密１校
,体育１校←ｉ１ｌｌＩＭｌＩｌ
穐合的な学習の時１１８４校
クラブ活助７桧
生徒会活勘６校
｜専門敏科５校
活動の増の充実９校
活動の盛会の充実１８校
生徒の地域に対する閣心を商める１１校
命純編１７校 i週択教科２校
樋幻佃の囲阻・虹保２２投
駒域住民との露携'３校
専門教科農薬、エ案、商繋、
水産、家庭、瑠鰹Ｌ福祉科など 重複回答あり
図9．地域１こついての学習の実施方法
両要員会の活性化１鮫
、＝３６
安全面
２２笠
禰穏蝿供の充実；6松
高校を選出し，連携の形が異なる3校である。調査対象
校の概要については表2の通りである。以下，（１）活動
の背景と経緯，（２）活動内容，（３）成果を述べ，学校と
地域の連携を可能にするための要因について考察する。
表2．調査対象校の概要
重複直答あり、＝１３９
図7．地域との連携を進めるlこあたっての条件
3）生徒が学ぶ機会
（１）地域環境・地域生活について生徒の学ぶ機会
地域環境・地域生活について，生徒が学ぶ機会を設け
ている高校は半数以下であった。地域に開かれるための
取組みでは，回答した全ての高校で実施されていたのに
対し，生徒の学ぶ機会からみた地域との関わりは低い現
状である（図8参照)。
1）学校の教育資源を地域の住民に開放している例：京
都府立桃山高校の例
（１）活動開始の背景と経緯
京都府立桃山高校では，学校週5日制の実施を踏まえ
て，学校周辺の地域住民を対象とした土曜日における体
験活動を充実するための取組みを実施している｡これは，
京都府教育委員会による｢土曜日子ども活動支援事業ili2U
の一環であり，地域の子どもたちを育てる環境の充実と
開かれた学校づくりを目指した取組みである。
（２）活動内容
活動内容としては，学校を開放して天体観測会やコン
サートを行っている。天体観測会では，学校に設置され
ている「大口径天体望遠鏡」を地域住民に開放し（写真
l参照)，吹奏楽部によるコンサートと合わせて行われて
いる（写真2参照)。生徒にとっても地域住民にとっても，
毎年楽しみにしている取組みであり，多くの参加者がみ
られる。また，住民を対象に様々な教室も実施している。
写真3は，「おもしろ実験教室」という理科教室の様子で，
写真4は，「夢あ－と教室」という美術教室の様子である。
ペットポトルを使った顕微鏡作りやピニールカップを使
ったブローチ，キーホルダー作り，水彩の色鉛筆でカー
ドの作成や民話紙芝居の上演などを実施している。ここ
で関わっている生徒は，理科クラブ・美術部・吹奏楽部
などクラブ活動の者ばかりであるが，自分たちで調べた
内容を直接住民に披露する機会となっている。
このように，桃山高校では，学校に設置されている教
育資源や施設を地域の住民に開放している。住民対象に
今のところ予定はない，校騨ｌｉ
篝鑿ｌ
…-jllllll
霧 既に学ぶ機会を設けている１４校
|▲
今後設ける予定である３校
、＝３２
図8．地域環境・地域生1舌について生徒の学ぶ機会
（２）学習実施方法と地域との関わり
学ぶ機会を設けている高校に対し，実施方法について
質問を行った（図9参照)。その結果，地域と関わる学習
方法としては，教科内で取り扱うよりも生徒会活動やク
ラブ活動など教科以外での時間での取り扱いを行ってい
る高校が多い。
2-2．学校と地域の連携活動の特徴
学校と地域の連携活動の特徴と連携がもたらすものに
ついて，京都府内の公立高校の連携事例をもとに示して
いく。対象事例は，2002年度に行ったアンケート調査，
及び京都府教育庁高校教育課へのヒアリング調査の結果
から，既に地域との連携活動が定着していると思われる
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様々な教室が企画され，教師や生徒など人的な資源を地
域に還元している。活動を始めて6年目であるが，取組
みに対しての地域住民の反応は非常に良く，多くの住民
が参加している。 一盆剛胆
写真5．地域内をパレード写真6.地域の施設での演劇発表会
題
…
Ｉ iiillliili1illili1liiiiili！写真1．天体観測会 写真2．納涼コンサートーー字－－－．
写真7．施設を利用した展示①写真8．施設を利用した展示②
活性化にもつながり，現在では，地域社会（洛西ニュー
タウン）の1つの行事として定着している。
また，地域と連携した取組みの意識については，約８
割の生徒が「必要である」と答えている（図10参照)。
このことからも生徒にとってオープン文化祭が，楽しん
で地域交流を行うことができる場になっている。
写真3．おもしろ理科実験教室写真4．夢あ_と美術教室
（３）成果
成果としては，高校生が自分で調べたものや，日ごろ
から練習したものを発表できる機会が与えられていると
いうことがあげられる。天体観測会や理科の実験教室で
は,学校で習ったことや自分たちで調べたことを，また，
コンサートでは日常練習してきたことを発表し，そのな
かで住民との交流も得ている。
どちらともいえ 一＝辺曲好一幻確
である33.2％
2）地域の施設を利用した取組み：京都府立洛西高校の例
（１）活動開始の背景と経緯
京都府立洛西高校では，「オープン文化祭」という学
校行事を地域の施設で行うことで地域住民と連携が行わ
れている。オープン文化祭の目的としては，①生徒の文
化．芸能活動を地域の人々に公開し，地域住民の学校に
対する信頼を得る，②学校及び地域の諸活動を活性化さ
せる，③学校の教育活動を地域に向かって開き，また，
地域の教育力を学校に取り入れていくことにより，生徒
の地域社会の一員としての自覚を高めることにある。こ
れらの目的のもと，「学校から地域へ，地域から学校へ」
をテーマとして取組まれている例である。
（２）活動内容
オープン文化祭は，平成4年度から行われている学校
行事で,演劇や仮装パレードなどが行われている。毎年，
多くの地域住民や保護者が参加をしている観覧型の行事
である。活動の内容は，地域内のパレード行進（写真5)，
吹奏楽の演奏，演劇の上演（写真6)，学内活動の展示
(写真７，８）などがあげられ，主な会場施設は洛西ニュ
ータウン内の国民年金会館である。
（３）成果
高校が地域と連携して行事などを行うことは，地域の
■ｈＩＦ
、＝７７２
図10．地域に向けた取組みの必要性
高校生の地域住民との交流について，①住んでいる家
の周辺住民との交流，②学校周辺の住民との交流の２つ
に対して質問を行った。交流の度合いについては，「よ
く会話をする｣，「たまに会話をする｣，「挨拶程度｣，「交
流なし」と４つの段階を設けた。①住んでいる家の周辺
住民との交流については，「挨拶程度」が半数と最も多
い。次いで，「たまに会話する」という者が4分の1を占
め，交流が全くないという者は1割程度であった（図１１
参照)。学校周辺の住民との交流度合いについては，会
話や挨拶など何らかの交流を持っている者は１割に留ま
り，８割以上の者が交流を持っていない現状であった
(図12参照)。住んでいる家周辺の住民との交流に比べる
とほとんど交流されていない。
また，①と②の関係では，学校周辺住民との交流が高
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い者ほど，住んでいる家の周辺住民との交流が高い（図
13参照)。このことは，学校周辺住民との交流を増やす
ことで，住んでいる家周辺の住民との交流が高まること
が予想される。
配食サービスを行っている。夏の間は，食中毒などの心
配があるので，配食の代わりに西宇治高校の生徒と共同
で，独居老人を訪問する「友愛訪問」という活動を実施
している。
（２）活動内容
友愛訪問とは,1994年から高校生の世代交流もかねて，
高校周辺の独居老人宅を訪問している取組みである。訪
問に際しては，教諭2人と西宇治高校の福祉科の生徒，
西小倉地区福祉協議会の福祉委員及び地域のボランティ
アの住民20名が参加し行っている。１つのグループには
高校生2名と地域の住民がボランティア員として付き添
って独居老人宅を2～3件訪問している（写真９，１０)。訪
問後は,取組みに対して意見交流などの報告会が行われ，
参加した高校生の意識を高めている。
不明１．２冊
る11.9％饗
たまに会猛をする25.516
挨拶
、＝７７２
図11．家の近所の住民との交流度合し：
不明1.4%よく会騒をする2.3％
４．１％
7.6％
写真9．ボランティア活動写真10．独居老人訪問
その他にも，西宇治高校では，市が主催しているふる
さとの意識を高めるために小学校で行われている「世代
間交流の夏祭り」に参加をし，吹奏楽部による演奏やボ
ランティア部によるゲームなどの催し物を行っている
(写真11,12参照)。
、＝７７２
図12．高校周辺の住民との交流度合い
０１０２０３０４０５０６０７０８０９０１００
よく会話をする（､=18）
たまに会匿をする（､=32）
写真11．吹奏楽部による演奏写真12．高校生主催の催し
(3)成果
現在では，核家族の家庭が多いために，高齢者と交流
する機会が少なくなってきている。今回，「友愛訪問」
に参加した高校生の中でも，高齢者と同居している者は
19名中2名であり，社会的な背景からみても，身近な高
齢者と接することは，高齢化への対策にも通じている。
高校生からは，「自分の知らない時代の話を聞くことが
できてとても良い勉強になった｣，「高齢者と話す機会が
少ないので，このような機会があって良かった」などの
意見がみられ，取組みに前向きの意見が大半であった。
また，「学校の周りに1人で暮らしている高齢者がこんな
にたくさんいることを全く知らなかった｣，「周辺の人に
助けられていると言っていたので，近所つきあいなどが
大切であると感じた」などの意見もみられ，住民同士の
つきあいの大切さや，周辺の地域のおかれている現状な
挨拶租度（､=59）
交露なし（､=652）
高校周辺の住民との交流
霞よく会膳をする■たまに会話をする＝挨拶程度詮交流なし
196水準で有意差有り
図13．家の近所の住民と高校の周辺住民との交流度合い
3）市と協力した高齢化対策：京都府立西宇治高校の例
（１）活動開始の背景と経緯
京都府立西宇治高校では，宇治市と共同して地域の問
題を解決している。宇治市には，福祉に関する委員会が
学区ごとに設置されており，福祉のまちづくりに取り組
んでいる。西宇治高校の所在地区にも西小倉地区福祉協
議会が設置されており，毎月２回，地域の独居老人宅に
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の解決に向け，高校と地域との連携が継続して行われる
必要がある。学校には教員などの人的資源の他に，設備，
用具などの物的な資源が備わっている。学校の教育資源
を地域住民に還元することは，地域と学校のつながりが
深まるだけでなく，地域の住民の生活力や地域の問題解
決にもつながる。このことは，地域における現代の問題
について表現,解決するように訓練することにつながり，
今後，学校が地域で果たす1つの役割といえる。
（４）今後の課題
学校教育で地域を扱うことは，身近な地域を認識する
ための教育につながる。従来，地域を教育するという概
念はなかったが，関心や愛着の薄れから学校教育の中で
取り扱っていく必要がある｡生徒は地域と関わることで，
以下のような効果が考えられる。①地域に対しての問題
意識，生活力が高まる，②身近な地域を活用するため，
直接的な経験が可能となり地域に対しての概念や価値を
習得し，より広い地域観を構築する，③地域における現
在の問題に気づき，解決に向けて行動できるように訓練
されるといったことである。このような効果が考えられ
るが,今後の課題としては，学校と地域との連携に対し，
生徒をどのように関わらせていくかが重要である。教育
の効果を一部の生徒だけでなく，すべての生徒にも機会
や場が得られるような連携が必要である。すなわち，
｢学校組織と地域の連携」から生徒を含めた「学校教育
と地域の連携」へと向かうべきである。
ども把握できる。
実際の地域で活動を行うことは，生徒も実感がわきや
すい。高齢者のことだけでなく，住民同士のつながりの
大切さなど生活していく上での力や，地域での現実の問
題に直面することで，地域における現代の問題について
表現，解決する訓練につながる。
３．まとめと考察
（１）京都府公立高校の意識から
地域に開かれるための取組みについては，回答があっ
たすべての高校で取組みが行われており，取組み内容と
しては，「学校施設の開放｣，「学校評議会への住民の参
加」が多くの高校で行われていた。連携を進めるにあた
っては，「地域住民との連携」が必要な条件として多く
あげられており，学校と地域というよりも教師や生徒と
住民の連携が求められている。そのためには，地域の人
材や資源を学校のなかに取り込みやすい環境づくりが必
要である。京都府でも「京都人活用事業」と呼ばれる取
組みを行っているが，学校周辺の身近な人材が学校の教
育（授業など）に活用されるようになれば，教育の効果
も期待でき，連携及び教育の両面から学校のプラスにな
ることが予想される。教育面から連携をみると，生徒の
学ぶ機会を設けている高校は半数以下であり，生徒を含
めた連携は薄い。学校と地域が連携することは，学校の
教育活動を地域に向かって開けていき，また，地域の教
育力を学校に取り入れていくことで相互の効果が期待で
きる。
（２）連携を行う対象地域の範囲の確立
高校が地域と連携を可能にするためには，連携する対
象地域の範囲の確立を行うべきである。例えば，桃山高
校では住民対象に学校行事や教室を開く場合に，「通学
圏」を範囲として捉えていた。「通学圏」の範囲内で，
対象者の募集や情報を流していた。このように，地域の
範開を確立していることでうまく連携が行われている。
高校における地域の範囲の捉え方としては，通学圏と回
答する高校が半数以上を占めており，通学圏は地域を捉
えるときの目安になっている。しかし，通学圏について
は，近年，弾力化の動きがみられる。学校選択の幅を広
げるなどの理由から通学圏をなくす方向にあるが，通学
圏がなくなることによって，地元意識や地域に根ざして
いた取組みが，行いにくくなる可能性も考えられる。通
学圏を廃止する場合には，高校と連携する対象地域の捉
え方について明確にしておく必要がある。
（３）地域で定着しうる取組み
学校と地域との連携を継続させていくためには，連携
の取組みが，地域の1つの行事として定着することが重
要である。今後，高齢化や子育ての問題など地域で解決
していく問題は増えてくることが予想される。地域では
高校生など若い人の力に期待をしており，地域での問題
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注釈
注１）公立の小・中学校では通学区域が指定されており，
一般に徒歩またはバスにより無理なく通える距離内
を通学区域としている。市街地では小学校で距離に
して500ｍ（徒歩１０～15分)，中学校で1kｍ（15～３０
分）が基準とされている。学校周辺の地域を半径で
表す場合の算出方法は通学圏を参考に行った。高校
の場合，通学圏については距離や時間などの基準は
確立されていないが，一般的に通勤圏と同様の広が
りを持つといわれている(彰国社：建築大辞典より）
また，通勤圏の半径は人口の平方根に比例すること
から，各都道府県の通学圏の目安を2003年度の総人
口より算出した。その結果，平均は1515ｍであり，
高校での地域を数値で表す場合，学校から半径1５
囚ロ
3０ 京都府立大学学術報告「人間環境学・農学」 第56号
～２０kｍ周辺を地域として捉えることが妥当である
と仮定した。
注２）京都府では，学校週5日制完全実施を踏まえ，地
域で子どもを育てる環境を整備するため，学校施設
を活用して，小中高校において，土曜日に体験活動
（学習会・読書会・スポーツ教室など）を実施して
いる。
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